
建築士サポート体制確保・運営マニュアル（v.1 .0 ）

1．（１）サポート体制確保の目的
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○ 改正法周知のため、国においても講習会等の開催、解説動画の配信を行っているが、なお特定行政庁や指定
確認検査機関等の窓口でフォローしきれない申請者（建築士等）の困りごとを相談できる体制（以下「サポー
ト体制」という。）を全都道府県で構築し、建築確認手続き等が滞ることのないようにすることが目的。

＜サポート体制確保による効果＞

個別計画に関する相談環
境を整備することで、

申請者側・設計者側双方
の課題解決を支援

申請者側の課題
（建築士等）

建築士サポート体制

国土交通省
建築士サポート体制事務局

都道府県ごとのサポートセンターの取組を支援
改正法周知の徹底

省エネ基準に適合した設計や
省エネ適判等のステップが必要

小規模住宅・建築物の
構造関係規定・省エネ関連
の図書の作成が増加

改正法の概要から審査の視点
を一から個別対応すると窓口
混雑・混乱の可能性

新たな審査内容に対応しつつ、
的確かつ効率的に審査が必要

審査者側の課題
（特定行政庁・指定確認検査機関等）

出典：改正建築物省エネ法・建築基準法の円滑施行に向けた建築士サポート体制の構築について（R6.7.9，国土交通省）
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報告

○ 都道府県単位で建築士の個別サポートを行うサポートセンターを開設し、建築士等の相談者からの求めに応じて、
サポート員が個別サポートを行う。

○ 都道府県や管内の確認申請窓口・審査者においても、サポート体制のバックアップ・情報連携を行い、サポート窓
口の周知を行う。

＜サポート体制図（例）＞
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指定確認検査機関
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埼玉県においては、埼玉建築設計
監理協会（幹事団体）、埼玉建築
士会、埼玉県建築士事務所協会の
３団体
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3 ．（2 ）標準的なサポート業務の内容
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○個別サポート当日の流れや、具体的な対応内容を例示。
○ サポートセンターごとに流れや対応内容を整理・相談者にわかりやすく示しておくことが望ましい。

＜サポート当日の流れ＞ ＜具体的な対応内容（例）＞
（申込～当日まで）

サポート内容に疑義がある場合、
あらかじめ事務局経由で都道府
県等と対応方法を調整

事前提供された申請図書一式を
確認の上、サポート内容を確認

個別サポートでの
対応内容の範囲を説明

具体的な相談対応

サポート終了後に
システムにて実施報告

相談者に対する
Webアンケート協力依頼

（当日）
本サポート業務は、コンサル業務
等としての関与や、確認審査業
務の一部を担うものでないこと
や、個人情報の取扱い等を伝達。

申請図書一式と見比べつつ、図
書や記載事項の過不足を説明
具体的な図書作成・追記に至る
までの疑問（算定方法等）を解消

サポート事業に関する簡単なア
ンケートを実施（全国一律・協力
いただける範囲で）

（当日～３日以内）
具体的な報告方法は「（３）報告方
法」参照。

①新２号対応関係
i. 新たに添付が必要となる図書等の種類及び記載方法

ii.既存建築物に増築等を行う場合の取扱いで配慮すべ
き点

iii.完了検査時に提出が必要となる監理状況書類等の準
備方法

②構造関係（経過措置あり）
i. 壁量計算等の改正概要
ii.設計支援ツールの参照先・参照方法
iii.設計支援ツールへの入力方法・入力数値の選定方法

③省エネ関係
i. 省エネ関連添付図書の種類及び記載方法
ii. 外皮計算シート・Webプロの参照先・参照方法
iii.省エネ計算の種類と特徴
iv.仕様基準によるチェック方法・記載方法
v. 省エネ適判の手続き方法
vi.省エネ住宅ローン減税の申請書の記載方法

【留意点】
サポート業務によって、設計者や確認審査を行う者との間で、
設計者の業務や確認審査業務の一部をサポート員が担ったり、
責任を負ったりするものではない。
地域の取扱いや運用への配慮は、都道府県が主体となり、関
係者意見も踏まえ対応範囲をあらかじめ調整する。


